　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
収入印紙

ちょう付

業務委託契約書　　
　　　　　　



  １  委託業務の名称　　７社総交鹿都計第１号鹿嶋市立地適正化計画策定等業務委託

  ２  契約履行場所　　鹿嶋市役所

  ３  履  行  期  間    令和　　年　　月　　日から
                        令和　９年　３月２２日まで   　　　日間

  ４  業務委託料　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

      うち取引に係る消費税　　　
      及び地方消費税の額  　　 金　　　　　　　　　　　円

  ５ 契約保証金      　　　　　　 金　　　　　　　　　　　円

      上記の委託業務について，委託者　鹿嶋市と受託者　　　　　　　　　　　は，次の条項により委託契約を締結し，信義に従って誠実にこれを履行するものとする。
      本契約の証として本書２通を作り，当事者記名押印のうえ各自１通を保有する。


        　　　    令和　年　月　日

          　　　　委託者（住  所）  茨城県鹿嶋市大字平井１１８７番地１

              　　　　　（職氏名）　鹿嶋市長　　　　　　　　　　印


          　　　　受託者（住  所）　

          　　　　　　　（商号等）　

              　　　　　（職氏名）　　　　　　　　　　　　　　　印






























（総則）
第１条  受託者は，仕様書に基づき，頭書の業務委託料（以下「業務委託料」という。）をもって，頭書の履行期間（以下「履行期間」という。）内に，頭書の委託業務（以下「委託業務」という。）を完了しなければならない。
２  前項の仕様書に明記されていない仕様があるときは，委託者と受託者が協議して定める。

（権利義務の譲渡等）
第２条  受託者は，この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し，又は承継してはならない。ただし，書面により委託者の承諾を得たときは，この限りでない。

（再委託等の禁止）
第３条  受託者は，委託業務の処理を他に委託し，又は請け負わせてはならない。ただし，書面により委託者の承諾を得たときは，この限りでない。

（委託業務の調査等）
第４条  委託者は，必要と認めるときは，受託者に対して委託業務の処理状況につき調査をし，又は報告を求めることができる。

（業務内容の変更等）
第５条  委託者は，必要がある場合には，委託業務の内容を変更し，又は委託業務を一時中止することができる。この場合において，業務委託料又は履行期間を変更する必要があるときは，委託者と受託者が協議して書面によりこれを定める。
２  前項の場合において，受託者が損害を受けたときは，委託者はその損害を賠償しなければならない。賠償額は，委託者と受託者が協議して定める。

（期間の延長）
第６条　受託者は，その責めに帰することができない事由により，履行期間内に委託業務を完了することができないことが明らかとなったときは，委託者に対して遅滞なく，その事由を付して履行期間の延長を求めることができる。ただし，その延長日数は，委託者と受託者が協議して定める。

（契約の解除）
第７条　委託者は，受託者が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。
（１）役員等（受託者が個人である場合にはその者を，受託者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この条において同じ。）が，暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）であると認められるとき。
（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員が，経営に実質的に関与していると認められるとき。
（３）役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。
（４）役員等が，暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し，又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与していると認められるとき。
（５）役員等が，暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
（６）下請契約又は資材，原材料の購入契約その他の契約に当たり，その相手方が第１号から前号までのいずれかに該当することを知りながら，当該者と契約を締結したと認められるとき。
（７）受託者が，第１号から第５号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材，原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に，委託者が受託者に対して当該契約の解除を求め，受託者がこれに従わなかったとき。
（８）その他，この契約事項に反したとき。

（違約金）
第８条  受託者の責めに帰すべき事由により，委託者が契約を解除したときは，受託者は業務委託料の１０分の１を違約金として委託者の指定する期限までに納付しなければならない。

（損害のために必要を生じた経費の負担）
第９条  委託業務の処理に関し，発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のために必要を生じた経費は，受託者が負担するものとする。ただし，その損害が委託者の責めに帰する事由による場合においては，その損害のために必要を生じた経費は，委託者が負担するものとし，その額は，委託者と受託者が協議して定める。

（履行遅滞の場合における延滞金）
第１０条  受託者の責めに帰する事由により，履行期間内に委託業務を完了することができない場合において，履行期間経過後に完了する見込みがあると認めたときは，委託者は，延滞金を付して履行期間を延長することができる。
２  前項の延滞金は，業務委託料に対して，延長日数に応じこの契約の締結の日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する遅延利息の率（以下「基準率」という。）を乗じて計算した額とする。
（検査及び引渡）
第１１条  受託者は，各会計年度における委託業務を完了したときは，遅滞なく，委託者に対して，当該年度分の業務完了報告書を提出しなければならない。
２  委託者は，前項の業務完了報告書を受理したときは，その日から１０日以内に目的物について検査を行わなければならない。
３  前項の検査の結果不合格となり，目的物について補正を命ぜられたときは，受託者は遅滞なく当該補正を行い，委託者に補正完了の届を提出して再検査を受けなければならない。この場合，再検査の期日については前項の規定を準用する。
４  受託者は，検査合格の通知を受けたときは，遅滞なく，当該目的物を委託者に引渡すものとする。

（委託料の支払）
第１２条  受託者は，前条の規定による検査に合格したときは，委託者に対して当該年度分の適法な支払請求書を提出するものとする。
２  委託者は，前項の支払請求書を受理した日から３０日以内に契約代金を受託者に支払わなければならない。
３  委託者の責めに帰する事由により業務委託料の支払が遅れた場合には，受託者は，委託者に対して基準率で遅延利息の支払いを請求することができる。

（債務負担行為に係る年度別支払額）
第１３条  業務委託料の年度別支払額は，以下のとおりとする。

	年度
	金額
	うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

	令和７年度
	金　　　　　　　　　円
	金　　　　　　　円

	令和８年度
	金　　　　　　　　　円
	金　　　　　　　円



（瑕疵担保）
第１４条　受託者は，委託者の検査に合格した成果品であっても，当該成果品について隠れた瑕疵があった場合には，検査後１年間はこれを完全なものと引き換え，又は補償をしなければならない。

（著作権）
第１５条　受託者がこの委託業務の実施により取得した著作権等一切の権利は，委託者が無償で承継するものとする。

（秘密の保持）
第１６条　受託者は，委託業務の実施に際して知り得た事実を第三者に漏らしてはならない。

（個人情報の取扱い）
第１７条　個人情報に関する契約条項については、別記「特定個人情報等を含む個人情報等の取扱いに関する特約条項」によるものとする。

（帳簿等）
第１８条　受託者は，委託業務に係る経費について，帳簿を備え，収入支出の額を記載し，金額の出納を明らかにしておかなければならない。
２　受託者は，会計に関する帳簿，書類等を事業が完結した年度から５年間保存するものとする。

（暴力団による不当介入があった場合の報告義務）
第１９条　受託者は，組織又は集団の威力を背景に集団的又は常習的に暴力的不法行為を行う恐れのある関係者（暴力団等）から不当介入（不当要求又は納品等への妨害）を受けた場合は，その旨について，委託者に対する報告を行わなければならない。

（契約外の事項）
第２０条  この契約に定めのない事項又はこの契約について疑義が生じた事項については，必要に応じて委託者と受託者が協議して定めるものとする。


別　記

特定個人情報等を含む個人情報等の取扱いに関する特約条項

（善良なる管理者の注意義務）
第１条　受託者は，本契約に関連し，委託者から委託された又は取得した個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）第２条第１項に規定する「個人情報」をいう。），仮名加工情報（個人情報保護法第２条第５項に規定する「仮名加工情報」をいう。），匿名加工情報（個人情報保護法第２条第６項に規定する「匿名加工情報」をいう。）及び特定個人情報等（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定する「個人番号」及び同法第８項に規定する「特定個人情報」をいう。）以下，総称して（「本件個人情報等」という。）については，善良なる管理者の注意をもって取り扱わなければならない。

（安全管理の措置）
第２条　受託者は，本件個人情報等の漏えい等の防止のため，適切な安全管理措置をとらなければならない。
２　受託者は，特定個人情報等の取扱いに関する事務取扱責任者を設置するとともに，特定個人情報等を取り扱う役員又は従業員（以下「役員等」という。）及び当該役員等が取り扱う特定個人情報等の範囲等を明確化するものとする。

（再委託）
第３条　受託者は，本件個人情報等を取り扱う業務を第三者（委託先の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。）に再委託する場合，事前に委託者の 承認を得るとともに，本特約条項に定める，委託者が受託者に求めた個人情報等の適切な管理のために必要な措置と同様の措置を当該第三者も講ずるように求め，かつ当該第三者が約定を遵守するよう書面で義務づけなければならない。承認を得た再委託先の変更並びに再委託先が再々委託及びそれ以下の委託を行う場合についても同様とする（以下，本条において承認を得た再委託先，再々委託先及びそれ以下の委託先を総称して「再委託先等」という。）。
２　受託者は，前項の承認を受けようとする場合には，委託者が指定する様式により個人情報等取扱業務の再委託に係る承認申請を委託者にしなければならない。委託者は，承認をする場合には，条件を付すことができる。
３　受託者は，委託する業務に係る本件個人情報等の秘匿性等その内容やその量等に応じて，再委託先等における管理体制，実施体制及び個人情報の管理の状況について，少なくとも年１回以上，原則として実地による検査等により確認しなければならない。

（個人情報等の利用及び第三者への提供）
第４条　受託者は，本件個人情報等を委託者が示した利用目的（特に明示がない場合は本契約の目的）以外の目的で利用してはならない。また，受託者は，本件個人情報等を第三者へ提供又は漏えいしてはならない。
２　受託者は，本契約の履行に必要な場合を除き，受託者の事業所から本件個人情報等を持ち出してはならない。
３　受託者は，本件個人情報等の入力・閲覧・出力できる作業担当者及びコンピューター端末を限定するものとする。
４　漏えい等による被害発生のリスクを低減する観点から，利用目的，業務の内容，個人情の秘匿性等その内容などを考慮し，必要に応じ，氏名を番号に置き換える等の匿名化措置を講ずるものとする。

（個人情報等の複製等）
第５条　受託者は，本件個人情報等を複製等する場合には，あらかじめ，書面により委託者の承認を受けなければならない。

（個人情報等の管理状況についての検査）
第６条　受託者は，役員等に対する監督・教育，契約内容の遵守状況等の本件個人情報等の管理につき，定期的に検査を行う。
２　委託者は，特に必要と認めた場合には，受託者に対し，本件個人情報等の管理状況に関し質問し，資料の提出を求め，又は委託者の職員に受託者の事業所等の関係場所に立入調査をさせることができるものとする。

（管理状況等の報告）
第７条　受託者は，委託者が求める場合，本件個人情報等の管理状況（本特約条項で定める事項の遵守状況を含む。）を適宜，又は定期的に報告しなければならない。
２　本件個人情報等に関する事故等が発生した場合には，受託者は，速やかに，その内容を委託者に報告しなければならない。

（違反した場合における契約解除の措置等）
第８条　委託者は，受託者が法令に違反する場合又は正当な理由なく本特約条項の全部若しくは一部を履行しない場合，事前の催告なく，本契約の全部又は一部を解除することができる。
２　委託者は，受託者が正当な理由なく法令に違反する場合又は本特約条項の全部若しくは一部を履行しない場合，本契約を解除するか否かに関わらず，受託者に対し損害賠償請求できるものとする。
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（委託終了時における個人情報等の消去及び媒体の返却）
第９条　受託者は，本契約の履行が終了した場合又は委託者が請求する場合，受託者は本件個人情報等を委託者に返却，消去又は廃棄しなければならない。また，委託者が求める場合は，それらを実施したことを証明する書面及び資料を提出するものとする。

（法令及び特約の優先）
第１０条　本特約条項と異なる取扱いが法令により認められている場合又は本特約条項と異なる取扱いをする旨別途明示的に合意した場合は，法令又は当該合意が本特約条項に優先して適用されるものとする。
